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Ⅰ－７ 利用者負担  

 

【表題】利用者負担について 

【結論】 

○ 他の者との平等の観点から、食材費や光熱水費など誰もが支払う費用は負担

をすべきであるが、障害に伴う必要な支援は、原則無償とすべきである。 

ただし、高額な収入のある者には、収入に応じた負担を求める。その際、認定す

る収入は、成人の場合は障害者本人の収入、未成年の障害者の場合は世帯主の

収入とする。 

また、高額な収入のある者の利用者負担については、介護保険の利用を含む

必要なサービスの利用者負担を合算し、現行の負担水準を上回らないものとする

ことが必要である。 

 

○ 上記の障害に伴う必要な支援とは、主に以下の６つの分野に整理することがで

きる。 

① 相談や制度利用のための支援 

② コミュニケーションのための支援 

③ 日常生活を送るための支援や補装具の支給 

④ 社会生活・活動を送るための支援（アクセス・移動支援を含む） 

⑤ 就労支援 

⑥ 医療・リハビリテーションの支援 

なお、⑥の医療については、障害者のすべての医療費を全額公費負担に、とい

うものではなく、障害に伴う医療費の自己負担を公費負担にすることについて述べ

たものである。 

 

【説明】 

(１) 利用者負担の問題点 

障害のない人は、食事・排泄・移動・コミュニケーションなど人として生き

るための基礎的な生活行為を自らで行えるが、障害者は、そうした生活行為が

困難になる。しかも、特に重度の障害者の場合、住宅、交通・移動、医療、福

祉支援のみならず、それ以外の分野でも障害に伴い必要とされる支出が多くな

る。従って、こうした行為への支援に係って障害のある人に負担を課すことは、

障害のない人との間に新たな格差と差別を生むことになる。 

 

また、厚労省の作成した資料によると障害福祉サービス利用者のうち非課税

と生活保護の低所得世帯が 86.3％と約 9割に上り、こうした世帯にとって、生
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きるために不可欠な支援への利用料は大きな負担になっている。以上のことか

ら、障害によって生じる社会生活上の困難を軽減する支援は、原則として、社

会が責任を担うべきである。 

「ある程度の負担があった方が、遠慮せずに支援を求めやすい」という意見

もあるが、それはそもそも支援に対する報酬（公費）が抑えられたことが背景

にあり、必要十分な支給量や報酬が得られれば、「支援をお願いしている」とい

う遠慮は解消される。 

ただし、高額な収入のある者には収入に応じた負担を求めることとし、その

際、認定する収入は、成人の場合は障害者本人の収入、未成年の障害者の場合

は世帯主の収入とする。「高額な収入」の認定基準を設定する際には、サービス

の利用抑制にならない水準とし、その場合、負担する金額は現行制度（2010年

4月以降）の水準を上回らないものとする。 

 

（２）利用者負担に対する負担軽減策の効果と問題点 

障害者自立支援法実施の 2006 年度の段階では、福祉サービスを利用する在宅

者のうち 52.2％の人が課税世帯とされ、定率（１割）の応益負担が課せられた。その

要因は、収入認定の対象に障害者本人以外の同居世帯の収入・資産が含まれたた

めであった。その後、負担軽減策の効果は、収入認定ならびに資産要件の基準の

見直し（同居家族の除外）によってその対象が増えた。 

 

2010年 4月から自立支援給付・補装具については、非課税世帯の負担上限額は

ゼロ円となったため、非課税世帯の負担は大幅に軽減された。しかし課税世帯とは

いえ、月額上限 37,200 円の負担能力を有する人ばかりではなく、中でも障害児のい

る世帯は、親が若年であることから収入が相対的に低い等の現状がある。 

また、これらは自立支援医療には適用されなかったため、応益負担の問題は改善

されなかった。さらに、地域生活支援事業には、非課税世帯でありながら利用料負

担が課せられる現状が残されている。 

 

（３）障害に伴う必要な支援 

以上のことを踏まえ、結論に記した障害に伴う必要な支援について、具体的に説

明する。 

① 相談や制度利用のための支援 

自らの希望と最適な選択を尊重するために障害に配慮した相談支援は、公

的な支援とし無償とすべきである。 

② コミュニケーションのための支援 

手話、点字、指点字、要約筆記等のほか、自閉症等の人の良好なコミュニ
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ケーションに必要なイヤーマフや会話補助用機器(パソコンや携帯電話などの

電子機器を利用したコミュニケーション機器)なども、日常生活用具に含め、無

償とすべきである。 

③ 日常生活を送るための支援や補装具の支給 

食事や排泄、身体機能の障害を軽減するための義肢・補装具や、障害に配

慮した住宅改修工事等についても公的な支援とし、原則無償とすべきである。 

④社会生活・活動を送るための支援（アクセス・移動支援を含む） 

これについては、原則無償とすべきである。加えて、移動支援に係る支援者

の交通費・入場料等を公的に支援すべきである。 

⑤ 就労支援 

就労のために必要な人的支援、また障害に伴う必要な移動支援は原則無

償とすべきである。 

⑥ 医療・リハビリテーションの支援 

障害認定・年金申請のための診断書作成や、障害の軽減・改善のための必

要な専門医療・リハビリテーションは、原則無償とすべきである。 

 

（４）実費負担の適切な水準の確保 

①通所施設等の食材費や送迎利用料 

障害者自立支援法実施当時、給食の食材費だけでなく人件費を含めて大

幅な削減が実施されたため、通所施設等では多額の利用者負担が生じるとい

う問題があった。食材費は、障害のない人と同等の立場・権利の保障という観

点から利用者負担とすることは妥当だが、併せて十分な所得保障が求められ

る。 

ただし、障害が重く、咀嚼・嚥下能力等が著しく困難である場合、再調理に

必要な人件費や特別な原料（とろみ剤など）に係る費用を必要とする場合があ

るが、これは、障害に伴う必要な支援として、利用者負担とせず公的に支援す

べきである。 

 

実費負担では、欠席した場合のキャンセル料が問題となった。給食費のキャ

ンセル料を課している事業所は多くあり、しかも食材費だけでなく人件費も含

めたキャンセル料を徴収している事業者が存在した。またインスタントラーメン

のお湯代を徴収している事業者もあった。 

 

さらに送迎利用料の徴収については、送迎は障害に伴う支援であり、利用

料を徴収すべきではなく、公的に支援すべきである。送迎利用料のキャンセル

料を徴収している事業者がいるが、これは論外である。こうした負担のあり方と
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水準が適切であるか否かを判断するための基準を設ける必要がある。 

 

②ガイドヘルパーの交通費 

ガイドヘルパーの交通費・入場料等を障害者本人が負担している現状

は、平等な社会参加という観点から解消する必要がある。サービスにか

かる経費として公的に支出するか、運賃割引制度の見直しなどが検討さ

れるべきである。 

 

③家賃負担の軽減について 

家賃を含む「誰もが払う費用」の負担が困難な低所得障害者に対しては、グ

ループホーム入居、アパート等での支援付き自立生活の別にかかわらず、家

賃補助が必要である。また、相当額の家賃補助制度の実現を前提としたうえ

で、入所施設利用者の家賃相当額については、その生活実態を踏まえつつ実

費負担とすることが検討されるべきである。 

 

 

 


